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社会科

消費者の権利に関する授業開発

一製造物責任法を中心としてー

1 はじめに

現代社会は，国際化・高度情報化が急激に進

み利害関係が複雑に絡み合い，問題解決が単純で、

はない社会である。今自分が既有している知識の

理解だけでは，目の前や今後起こるであろう社会

事象を捉えることは難しくなってくる。そのよう

な中で，社会科は，社会の変化に適応し，平和的

な社会を築くことができる人材を育成していかな

ければならない。国際化や情報化が進展する現代

社会においては，自己の思考をより科学的なもの

へと再構成し，自分なりに知識を構造化していく

習慣や能力を身につけていく必要があり，また，

思考力や適切な判断力を持ち，他者・多国との価

値観の違いを認め，お互いの関係を平和的に形成

する資質も必要になる。 21世紀を担う子どもの育

成を射程に入れて研究を行っていく。

2 研究の目的・特色

(1)法教育の目的

本稿は，消費者教育と法教育の関係を踏まえた

授業開発並びに実践を紹介するものである。消費

者教育の目的は簡潔に言うと，よい消費者を育て

ることである。一方，法教育は市民教育であり，

社会の仕組みに支えられて自己のよりよい人生を

実現し，同時に自己実現を前提に社会の仕組み（広

い意味での法）について一定の責任を負うことの

できる市民を育成することを目的とする。つまり，

私たちは誰もが市民であり消費者であるととらえ

る。自分の人生にとって望ましいものを獲得する

という観点から，消費者は事業者が提供する商品

柳生大輔

やサービスを購入して，毎日の生活を営んでいる。

それだけではなく，消費者取引に関するルールが

おかしいと思えば，その改善を求める声をあげる。

消費者のこうしたあり方は，市民のあり方そのも

のであると言える 1）。以上のことを踏まえながら，

学校において法教育が広く実践されるために，教

員が容易に法教育の授業を実践できるような教材

で，かっ教育効果の高い教材等を開発する目的で，

消費者教育に視点をあてていきたいと考える。ま

た，法教育が効果的に行われるためには，子ども

の年齢，発達段階等に適合した体系的で網羅的な

プログラム・授業案を提案し 2），比較検討をしな

ければならない

(2）研究の特色

法教育を通じて学んで欲しい技能とは，情報を

集め吟味し，それをもとに状況を分析し，批判的

かっ建設的な意見を構築し 他者と対話しながら

問題解決のために協同し，社会参加できることで

ある。具体的には，①事実と意見（主張）を区別

できること。②情報の信用性について吟味できる

こと。③争点（論争や対立）が何かを理解するこ

と。④争点の背景にある価値や見方がどのような

ものであるか探求できること。⑤争点（論争や対

立）について，主張をとりあげ，結論と理由を区

別できること。根拠は，法，価値などに関連づけ

ることができること。⑥その問題や仕組みに関係

し，影響を受ける者は誰か，それらはどのような

影響を受けるか，分析，検討できること。⑦事実

が法にどのように当てはめられたかを理解できる

こと。⑧法律や法的な問題について，建設的にク

リテイカルに，批判的な視点をもって，評価・判
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断できること。⑨信用できる情報と合理的な理由

付けに基づいて評価し，意志決定や判断ができる

こと 3），である。上記内容を基に授業開発を行い

実践していくことにする。

3 実践事例

(1)単元名

消費者として安全で安心できる社会を築くため

(2）単元について

法教育では法に関する知識，とりわけ憲法や法

の基本原理を理解させるとともに，それを活用で

きる力を養いつつ，国民として自由で公正な社会

の運営に参加できるようにしなければならない4）。

特に喫緊の課題として，消費者の権利を守るため

に必要な消費者法や消費者の権利に関わる知識が，

若年層にほとんど系統立てて教えられていない，

ということが挙げられる。そのような現状を改め，

社会生活における消費者教育の意義と役割及び消

費者問題の具体的被害例や対応策について，消費

者の権利と義務，企業の社会的責任と関連付けて

考え，また手続的な正義といった基本的な考え方

も合わせて，授業を通じて身に付けさせることが

必要である。本単元では，消費者問題の事例を取

り上げて，読み取った事実をもとに，自ら判断し

表現してし、く法的経験の場を与えていきたい。な

ぜならば，消費者法を知り，消費者法で考えるこ

とによって，正しい消費者主権の基礎を培い，将

来自らが労働により賃金を得，消費者になった時，

消費者の権利と責任について考えながら仕事と生

活の調和を図ることが可能となると考えるからで

ある。

(3）単元の目標

身近な消費生活を通して，経済活動の意義や生

産・流通・消費といった経済のしくみを理解する

とともに，消費者問題について実際に起こった事

例を考察することにより，消費者の権利や義務に

ついて公正に判断し，安全で安心できる社会 5）を

築く上で，適切な行動をとることができるように

する。

(4）授業の実際

授業は，全 11時間とする。平成27年 11月に，

9年生2クラスで実施した。その中の第4次の内

容を中心に，授業の概要と生徒の記述を記載する。

第4次消費者の権利と保護・・・・ 4時間

* 1, 2時間で製造物責任法に基づきながら，要件事実と
その証明責任並びに具体的な裁判事案を扱い，後半の3,

4時間目ではさらに具体的な他の裁判事案を扱い，まとめ

を行った。

［第4次 消費者の権利と保護について（2時間目

の学習内容を中心に）】

〔学習課題〕

消費者主権について，実際の事案〔こんにゃく

入りゼリー姫路事件〕引を通して考えることによ

り，企業の社会的責任にも視点をあてながら消費

者として責任ある行動をとることができるように

する。

〔授業の概要〕

①生徒には，授業のワークシート，文章による資

料を配布した。授業では，資料等を使って，教師・

生徒間，生徒相互間（小グ、ルーフ。学習）の双方向

型の学習を展開した。

鋭的糸 線沿物J》欠陥υ ＇＂！経治務費寄与，，，横手話賠償 u禽？ご：＿：：＿＇＿），＿－、 Cl), ，，む二移川浪花によ
引めュ。絞首長律第終Q号、 U＞線、，，に Iろ

図1 製造物責任法に関する資料
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活用した資料は，製造物責任法 7)の内容に関する

もの（図 1）と実際の事案を使って事実の概要を

つかみ，自ら判断していく上で法的な思考をして

いくための考え方を示したもの（図 1の裏に表記，

下の③cを参照），こんにゃく入りゼリー姫路事

件の 1審の神戸地裁姫路支部の判決文を参考に，

事件の概要を示した資料（図2・図3）である。

②授業の導入では，パワーポイントを使って実物

の映像等を使い，生徒たちも食べたことがある「こ

んにゃく入りゼリーjが消費者主権を考えていく

上で，どのような問題を引き起こしたのか興味・

関心を持たせることに努めた。

③授業全体の構成は，以下の通りであるo

a 事件の概要をつかむ（パワーポイント）。

b 本事案に適用される製造物責任法の内容をつかむ。

c 法的な考え方を共通理解させる。

d 本事案の概要をワークシート（図4参照）の記述内容

及び資料からつかみ，原告の主張と被告（企業側）の

主張を比較考量し， bの視点を考慮に入れて，理由と

ともに自らの主張を考えさせる。

e 自らの主張を学習班で交流し，他者の考えにもふれな

がら，更に自らの考えを吟味させる。 （班で交流した

ことは，ホワイトボードに記述させ，黒板に掲示し，

全員で情況を把握できるようにした。図5を参照）

f 班での意見交流を全体で二共有し，教師による補足説明

を加えて，再度自分の考えをまとめさせる。

g 本時のまとめ。

④③の内容に関して，もう少し詳しく述べること

にする。事件の概要は以下の通りである。また，

[ a事件の概要I

2008 （平成20）年7月29日，被害児（当時1歳9ヶ月）

の男の子が，祖母が与えた被告会社製のミニカップ入りこ

んにゃく入りゼリー（製品名「茄菊畑マンゴ一味」）を食

べた際，これをのどに詰まらせて窒息し，同年9月 20日

に死亡した。被害児が摂取した本件こんにゃくゼリーは，

祖母があらかじめ冷凍しておいたものであった。この事件

につき，遺族が原告（父及び母）として製造業者（被告会

社商務製品等の製造販売を目的とする株式会社。被告は

被告会社の代表取締役の二人。）に対し，食品としての安

全性に欠陥があったとして，製造物責任法（PL法）にも

とづいて合計6241万9478円の損害賠償を請求した。

製造物責任法については，まずは簡潔に触れた。

【b製造物責任法について】

0 製品の欠陥によって被害を受けた時，たとえメーカー

に過失がなくてもメーカーが責任を負う。 〔第3条〕

0 消費者の権利を守る法律である。

法的な考え方として，生徒に共通認識を持たせ

たい内容は，民事裁判と刑事裁判の違い，該当す

る法律名に加え， 「事実の確認」の仕方，つまり

「製造物に欠陥はあったのか？なかったのか？」

（製造物責任法第2条第2項に欠陥の定義「…当

該製造物が通常有すべき安全性を欠いていることJ

と規定されている。）の判断の仕方についてであ

る。特に注目させたいのが，分析の視点となる次

の「製造物責任の要件事実とその証明責任jの内

容である。中学生にできるだけ分かりやすく説明

することを心がけた。また，特に注目させたかっ

た所が下記の突の箇所である。

[ c法的な考え方］

製造物責任の要件事実とその証明責任

。責任を負うべき「製造業者」か。宮崎
0 損害を引き起こした物が「製造物jか。女

0 「欠陥jの存在

－設計上の欠陥（製品の設計自体が安全性を欠いてい

る場合）＊

－警告表示の欠陥（製品とともに提供すべき適切な指

示・警告を欠いている場合）女

－販売方法の不適切性

0 「損害」の発生及びその額

0 「欠陥」と「損害」の因果関係女

＝宇原告は，原則として，個々の具体的な欠陥を主張・証明

して，製造物が通常備えるべき安全性を欠如していたこと

を明らかにしなければならない8）。

ただし「欠陥j と「損害」の因果関係について

は，自らの主張を考える際に，意識させることに

努めるに留まった。

⑤続いて，本事案の具体的な内容を説明する。民

事裁判であり，原告の主張と被告の主張は対立し
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ている。ここでは，生徒に配布したワークシート

に載せた資料内容を記述する。なお，生徒はワー

クシートの記述並びに図3，図4の資料を授業内

図2 事件の概要を示した資料の表

図3 事件の概要を示した資料の裏

で読んで，自らの主張の判断材料にすることにな

る。大量の資料であったが，多くの生徒が頑張っ

て読解に取り組むことができた。

【原告の主張】

A設計上の欠陥

①こんにゃくゼリーは，触感・食感も「鋳務」を想起する

ものではなく，あくまで「ゼリーIの一種であるとする認

識が一般的で，消費者はゼリー同様，柔らかく口の中で容

易につぶせる食品であると考える。 （口蓋でつぶすことがで

きず，そのまま変形するだけで咽頭に移送され，窒息に至る可能

性を予想していない。）

②勢いよく吸い込んで食べることが容易に想定可能。容器

をつまんで押し出して吸って食べる際，手先のコントロー

ルがつきにくく幼児や高齢者は喉に詰まらせる危険性が

高い。

③弾力性があり，噛みつぶせず，表面がつるつるしている

ため誤礁を引き起こしやすい。

④窒息した場合， 3分で呼吸困難，けいれんを起こし， 4

分で無呼吸， 5分で呼吸停止し死に至り，いったん詰まる

と救出される可能性が低い。本件事故を含め，大半の事故

が保護者の前で発生している。

B警告表示の欠陥

①警告表示はあるが，位置もわかりづらく小さすぎるもの

であり，不十分である。

C販売方法の不適切性

①問屋にも小売業者にも注意喚起を何もせず，小売業者も

一般の「ゼリーIと同じ販売形態であった。

【被告の主張】

A設計上の欠陥

①客観的統計資料から，こんにゃくゼリーの窒息事故は，

食物による窒息死亡事故数で全食物中の 0.04%，事故発

生確率で 0.8～1. 8%で，もち，ご飯，パン，粥，あめ，

団子の方が高い。これらの食品に関し，欠陥食品であると

か危険性の高い食品であると主張する者は一人もいない

そして，どんな事柄もリスクをOにはできず，どんな食物

もその食し方によって窒息のリスクが高まる。

②製品の「鵡務畑」の外袋には，表面に「商務」，裏面に

「こんにゃくを・・フルーツこんにゃくですIと表示。

③調査でも，こんにゃくの食感が好きだとの回答が 60～

75%で，大多数の消費者は，荷揚畑が一般のゼリーとは異

なるこんにゃく製品であることを知っている。
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④平成7年ころにこんにゃくゼリーによる窒息事件が発

生したが，その後約 10年間は事故報告がない。

⑤内容物を一気に吸い込ませないために，ミニカップ容器

を左右非対称のハート型にしている。

⑥ミニカップ容器は1個25gで到底一口で食べられない。

B警告表示の欠陥

①外袋に警告マーク及び文字で子ども及び高齢者に不向

きである旨記載。一般人が通常の注意力をもって警告表示

を読めば事故には至らない。（幼児が自分でこんにゃくゼリー

を買うことはなし、）

C販売方法の不適切性

①外袋の表裏個々の容器の上蓋に注意警告を表示。

よって通常有すべき安全性に問題はなく，損害賠償義務は

ない。

⑥生徒はまず，自分の考えを三角ロジックに従っ

てワークシート（図4参照）に記述し，その後班

の中で意見交流を行い，班で出た意見と生徒の判

断結果をホワイトボードに記入して，黒板掲示し

た（図5参照）。生徒の判断結果は以下の通りで

ある。

【生徒の判断した結果】 （該当生徒数は， 73名）

全6条からなる製造物責任法に基づき，原告，被告の

どちらの主張を認めるのか，を考えていった。まず第1条

の製造物責任法の目的を確認した。続いて生徒は，責任を

負うべき可能性がある製造業者が， 「靖蕩畑Jを製造して

いる馴染みのある企業であり（第2条③），損害を引き起

こした可能性がある物が， 「商務畑マンゴー味」であると

いうこと（第2条①）を確認した。第二に，製造物責任法

第3条の「欠陥」の存在の検証に入った。ポイントとなる

ものは次の， A設計上の欠陥（の有無） ' B警告表示の欠

陥（の有無） ' c販売方法の不適切性（の有無）である。

生徒が，自分の結論につながる理由として取りあげた割合

は， Aが56%, Bが85%,cが12%で， 3つを取り上げ

た者が5名で， 2つ（AとB）を取り上げた者が 30名い

た。続いて，生徒の結論であるが，被告側の主張を採用し

た者が， 60名，原告側の主張を採用した者が， 13名であっ

た。全ての生徒が理由を記述していた。

それぞれの生徒の主張内容は以下の通りである。

（生徒の記述）

【被告側の主張を採用】

－製品名にもこんにゃくと表記されており，袋にも警告表

示が，また危険性を減らすために左右非対称のハート型に

している。そのため，通常有すべき安全性はある。だから

被告側に損害賠償義務はない。

・萌蕩入りゼリーは，弾力があり窒息する危険性はOとは

言えない。またこの事件以前にも数件窒息することが起き

ており，被告会社は繰り返し改良している。また警告の表

記もしている。被告はもう少しはっきり表記すべきだが，

しかし表記はしているため，原告の不注意にもあたる。原

告はしっかりと読み理解することが足りていない。

・原告側が警告マークを認識していたにも関わらず，小さ

な子どもに冷凍した商務ゼリーを食べさせようとするこ

とがいけない。また食べる際に注意などをすれば事故は防

げたと思うから。

・被告側は今までの被害状況を聞いて，警告表示や販売方

法，カップの工夫をしているし，様々なリスクを考えて製

品の製造に取り組んで、いる。過去の失敗をふまえて消費者

へのアド、パイスを出しているので欠陥はないと考える。原

告側の保護者も子どもの行動をしっかりと見ていなかっ

たことも悪かったと思う。でも。ずっと親が子どものこと

を見ているのは無理だとも思うが。

【原告側の主張を採用】

・高齢者や幼児の方が食べるときに喉に詰まらせないよう

に注意したり，冷凍することへの警告を書いてある場所が

分かりにくく，もっとインパクトのある表示にすべきだ、っ

たと思うので，被告側に問題があると思う。

・警告マークが幼児や高齢者に伝わりにくいので，原告も

危険だとはあまり認識できていない。被告側は，商務ゼ

リーについての警告が不十分で、あった。危険であるという

注意喚起が人々に伝わりにくく，ゼリーと違う場所で販売

するなど，改善されるべきことがあったから。

・どんな食べ物でも，食べ方で窒息のリスクが高まると

言っているのに，それを防ぐことができずに，表示の位置

も分かりにくい所に書いてあったことが問題だから。

・萌菊畑の大きさ，形状が一口で吸い込むものだと思われ

ている。到底一口で食べられないことを分かりながら，そ

の形状で販売している責任は重いから。

・今回だけではなく過去にも死亡例がある上に，幼児や老
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人が気道を詰まらせてしまうことを想定せず，当時外装等

に警告表示がなかった。このことから，被告会社製の製造

物には，通常有すべき安全性を欠いている。

9さ宇佐. F公民； N"  0襲、？

；書量費者として安全でま号3心できる社会を室長くためにけ）

図4 生徒のワークシート

図5 授業時の板書

⑦⑥を受けて，出てきたクラスの意見を全員で確

認し，教師からの補足説明の後，生徒たちは再度

自分の意見に立ち返り，最終的な結論に至った。

本事案については，班交流を経て自分の考えが変

わった生徒はほとんどいなかった。その理由は，

生徒が最初の主張を構成する段階で，かなりの生

徒が原告側の不注意，つまり被害児の祖母が，凍

らせた萌菊ゼリーを与え，注意を払っていない行

為を否定的にとらえ，食べさせ方に被害の原因が

あるととらえた生徒が多かった（ワークシート上

に60%の生徒が記述していた）。その上で，被告

側の製造物に対する対応の仕方を読み取り，完壁

ではないにせよ，製造物に安全性が確保されてい

ないとはいえないと判断していた。なおかつ班交

流の段階でも，被告側の責任を主張した生徒はい

たのだが，少数であり，相手側の主張を覆すほど
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の理由をもって相手を説得するまでには至らな

かった。なお，当初の主張を変更した生徒も若干

名いた。その内訳は，原告側から被告側の主張へ

変更した人が2名で，その変更理由は，被告側の

製造物の形状が誤嚇を引き起こす可能性があると

いう設計上の欠陥について当初指摘していたが，

班交流で設計上の欠陥を改善していることと，警

告表示の欠陥があるとまではいえないとし、う反対

側の意見に納得したというものであった。また，

被告側から原告側の主張へ変更した人が2名で，

その変更理由は，上記の変更理由の反対で，容器

の形状からして，一口で食べてしまう可能性があ

り，一口にしては量があり被告側に改善する必要

性があること，またもう一人は過去に死亡例があ

ることは重く受け止めるべきだということが加

わっていた。

⑧生徒の授業内での活動が一段落した後，事案（民

事裁判）の判決を全員で確認した。生徒の結論に

至る過程と，実際の裁判の結果を比較することで，

自らの判断とその判断理由を振り返ることができ

る。また，実際の裁判において法的判断がどのよ

うな理由で下されるのかを知ることもできる。生

徒も裁判の判決には大変興味を示していた。判決

の概要は以下の通りである 9）。

①こんにゃく入りゼリーの特性による窒息事故の危険性

は，その物性自体にたとえば発がん物質などの有害物質が

含まれているというような食品自体の危険性ではなく，

もっぱらこれを食べる対象者を含めた食べ方に起因して

発生する危険性であること。

②こんにゃくゼリーはおびただしい数の商品が市場に流

通し，その大多数は窒息事件もなく，わが国の食文化とし

て古くから定着している餅による窒息事故の方が断然多

し、こと。

③認定した程度の頻度の窒息事故が発生したからといっ

て，直ちにその物性自体や食品自体の安全性に問題がある

とまではいえない。

④本件警告表示においては，子どもや高齢者がこれを食す

ると，喉に詰まらせる危険性があることが，外装表面のピ

クトグラム等の記載や外袋裏側の警告文に明確に表示さ
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いとした。

れていることなどから設計上の欠陥，警告表示の欠陥はな｜ 尚その際には，社会の様々な事象に対して疑問を

る

。
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＊生徒に示した資料は，平成 22年 11月 17日神戸地方裁判所姫

路支部平成 21年（ワ）第 278号損害賠償請求事件の判決文を参

照。なお，上記①～④は，大阪地裁判決後，原告側が大阪高裁へ

控訴したため，大阪高裁控訴審判決の概要を示すことにする。

⑨最後に，次時の内容についての確認を行った。

次時では，さらにもう一つの製造物責任法に関わ

る事案を検討することになる。本時の事案に対し

て，自らの主張をどのように構成していったのか，

その過程つまり法的なアプローチの仕方を，資料

をもとによく確認しておくように伝えて授業を終

えた。

⑩なお，本時と次時のつながりについて概略を述

べておくと，本時は結果的に，製造物責任法にお

いて，製造物の欠陥による消費者（原告）の救済

に至らなかった事例である。この事案を通して，

法律はどこまでなら消費者を守ってくれるのか，

該当法の成立目的も踏まえて生徒に考える機会を

与えることができた。次時の事案は，逆に，被告

（製造業者）に厳しい判決が出たものを取り上げ

る。これら二つの事案をもとに，消費者主権と法

の関係を踏まえながら授業を展開していく。

4 成果と課題

社会科の授業を通して知識・理解を深めていく

ためには，その事象に対して，興味・関心を持た

せる工夫が必要であり，事象の因果関係の理解に

も努める必要がある。生徒は，身近な商品である

靖菊ゼリーが事案の製造物であり，自分たちも食

べたことがある分，興味・関心を持って授業に取

り組むことができた。そして，事案の概要から問

題点を把握し，原告と被告の主張を比較検討する

中で，因果関係にも着目しながら自らの主張を，

他者の考えも考慮しながら考えることができた。

抱き，問題解決的な思考プロセスによって社会を

捉えていく力が必要となる。既有の知識を使い，

考え，判断しながら，目の前の課題について，社

会的事象を分析的に捉え，自分の考えをつくるの

である。そのためには，事象を分析するための視

点を生徒にもたせてし、かなければならない。本実

践においても，あらかじめ法的な考え方を示し，

事案を検討した。今回の事案であれば，権利侵害

の有無ならびに消費者の権利はいかにして守られ

るのかについて，事実を分析的に検討すること（思

考する）で，意思決定（表現を伴いながら）を行

うことは，法的な思考力を育てるためにも有効で

あった。課題としては，製造物責任法を中心に授

業で取り扱ったが，法の内容をすべて扱ったわけ

ではない。例えば，製造業者の免責事由を規定す

る開発危険の抗弁については触れることができな

かった。また，本事案では，結果として原告側の

主張が認められなかったわけだ、が，製造物責任法

の施行や裁判の蓄積が，製造業者側に，賠償責任

を課せられないよう常日ごろ欠陥のない製品を製

造・販売することにより，欠陥製品事故の発生を

防止し，注意喚起や情報開示を促すなどプラスの

側面川があることを強調して説明することが必

要であった。また，生徒が法的な判断を下す場合，

感性も重要な要素となる。感性は，社会認識同様，

生徒の主観に基づくものである。生徒たちは，こ

れからのグローパル社会の中で、も様々な選択が求

められるが，感性は，賛否や是非を判断する際の

重要な判断基準となる。社会科の授業の中で，公

正な立場で生徒の感性を磨いていかなければなら

ない 11）。

5 おわりに

次のような新聞記事を目にした。 「国境を超越

した空間を意味するはずのグローバル世界は今，

皮肉なことにたくさんの分断線におおわれている。

それを修復するために，和解を進め，不公平をな

くし，安心できる社会を実現しなければならない。
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社会の分断は民主主義にとって脅威となる」 12）。

この記事を私たちはどのように受け止め，今後に

どのように生かしていけば良いのだろうか。上記

のような情況では，自分がこれまで慣れ親しんで

きたものとは異なる，価値や発想、や習慣などとぶ

つかることになる。そしてその中からはじめて，

新しいものに果敢にチャレンジしていく力，創造

性を生み出す力が形成されてくる。現代は私たち

が生きている環境が大きく変化している時代なの

で，これまでの価値や発想や習慣にとらわれずに，

変化する環境に順応できる力，変化に対応しなが

ら新しい知恵を生み出していく力が求められるの

である 13）。この現実を視野に入れつつ，引き続き

課題を克服しながら，リーガルマインドを有する

社会の形成者としての市民を育成していくための

授業開発並びに授業実践を進めていきたい。
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